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6
月
16
日（
金
）、
6
月
定
例
市
議

会
が
開
か
れ
、
1
億
9
1
4
5
万

円
を
増
額
す
る
一
般
会
計
補
正
予

算
案
な
ど
28
件
の
案
件
が
上
程
さ

れ
ま
し
た
。
主
な
条
例
や
一
般
議

案
、
市
政
の
重
要
事
項
の
報
告
な

ど
を
抜
粋
、
要
約
し
て
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

佐
世
保
市
立
小
学
校
及
び
中
学
校

条
例
の
一
部
改
正
の
件

平
成
30
年
4
月
1
日
か
ら
黒
島

小
学
校
及
び
黒
島
中
学
校
、
浅

子
小
学
校
及
び
浅
子
中
学
校
を

義
務
教
育
学
校
と
す
る
た
め
、

所
要
の
改
正
を
行
う
も
の（
学
校

教
育
課
）

工
事
請
負
契
約
締
結
の
件

三
浦
地
区
で
事
業
を
行
っ
て
い

る
大
型
客
船
対
応
基
盤
整
備
の

一
環
と
し
て
、
ジ
ャ
ケ
ッ
ト
式
桟

橋
の
据
付
等
に
係
る
請
負
契
約

を
行
う
も
の（
み
な
と
整
備
課
）

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
に
掲
げ
る
取
り
組
み
の
推
進
や
国

の
補
助
決
定
に
伴
う
も
の
な
ど
、
5

件
、
1
億
9
1
4
5
万
円
の
増
額

補
正
を
行
い
ま
し
た
。

補
正
予
算
の
主
な
事
業

❶
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総

合
戦
略
に
掲
げ
る
取
り
組
み
に

係
る
も
の（
日
本
遺
産
活
用
推
進

事
業
）
2
5
0
万
円

❷
国
の
補
助
決
定
に
伴
う
も
の

（
政
策
企
画
調
整
事
業
）

1
3
4
0
万
円

❸
そ
の
他（
寄
附
金
を
財
源
と
し

た
基
金
造
成
費
1
億
5
0
0
万

円
、
新
西
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

施
設
整
備
事
業
費
6
2
6
0
万
円

な
ど
）

米
国
東
海
岸
等
シ
テ
ィ
セ
ー
ル
ス

の
実
施
に
つ
い
て

　
4
月
15
日
か
ら
26
日
に
か
け
て
、

米
国
東
海
岸
等
に
お
い
て
、
I
R

（
カ
ジ
ノ
を
含
む
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
）

の
関
連
施
設
、
国
防
総
省
、
ク
ル
ー

ズ
船
社
な
ど
を
訪
問
し
、
そ
れ
ぞ

れ
面
談
や
意
見
交
換
を
行
い
ま
し

た
。

　
ま
ず
、
I
R
に
関
し
て
は
、
コ

ネ
チ
カ
ッ
ト
州
に
あ
る
フ
ォ
ッ
ク

ス
ウ
ッ
ズ
・
リ
ゾ
ー
ト
＆
カ
ジ
ノ

と
フ
ロ
リ
ダ
州
に
あ
る
ハ
ー
ド

ロ
ッ
ク
・
ホ
テ
ル
＆
カ
ジ
ノ
を
現

地
視
察
し
、
経
営
陣
ト
ッ
プ
と
の

意
見
交
換
を
行
い
ま
し
た
。
日
本

へ
の
進
出
意
欲
が
あ
る
い
ず
れ
の

事
業
者
か
ら
も
、「
日
本
国
内
の
中

で
も
佐
世
保
は
十
分
に
魅
力
あ
る

地
域
で
あ
る
」と
い
う
評
価
を
得

る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
ま
た
、
依
存
症
対
策
な
ど
マ
イ

ナ
ス
面
へ
の
対
応
等
に
つ
き
ま
し

て
も
具
体
的
な
話
を
聞
き
、
ゲ
ー

ミ
ン
グ
業
界
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、

学
術
機
関
等
が
連
携
し
た
賭
博
依

存
症
対
策
へ
の
取
り
組
み
は
、
特

に
日
本
で
も
参
考
に
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
感
じ
ま
し
た
。

　
次
に
、
基
地
政
策
に
関
し
て
は
、

ト
ラ
ン
プ
新
政
権
下
に
お
い
て
も
、

米
海
軍
基
地
が
所
在
す
る
本
市
の

位
置
付
け
を
認
識
し
て
い
た
だ
く

と
と
も
に
、
引
き
続
き
良
好
な
関

係
を
継
続
し
て
い
き
た
い
と
の
思

い
か
ら
、
ワ
シ
ン
ト
ンD

.C
.

の

国
務
省
、
国
防
総
省
を
、
ま
た
ハ

ワ
イ
州
ホ
ノ
ル
ル
市
の
太
平
洋
艦

隊
高
官
を
訪
問
し
ま
し
た
。

　
国
務
省
と
国
防
総
省
で
は
、
そ

れ
ぞ
れ
の
日
本
部
長
と
会
談
し
、

港
の
8
割
を
超
え
る
制
限
水
域
の

状
況
や
日
本
で
ご
く
限
ら
れ
た
米

国
原
子
力
艦
船
の
寄
港
地
で
あ
る

こ
と
な
ど
、
一
定
の
制
約
を
受
け

な
が
ら
国
防
の
下
支
え
を
し
て
い

る
と
と
も
に
、
米
軍
と
の
良
好
な

関
係
を
構
築
す
る
た
め
民
間
レ
ベ

ル
も
含
め
さ
ま
ざ
ま
な
交
流
・
親

善
活
動
を
行
っ
て
い
る
本
市
の
現

状
に
つ
い
て
説
明
し
ま
し
た
。

　
特
に
本
市
の
抱
え
る
課
題
と
し

て
、
正
規
ル
ー
ト
と
し
て
は
外
務

省
を
通
じ
て
の
要
請
と
し
な
が
ら

も
、「
原
子
力
艦
原
子
力
防
災
訓
練

へ
の
参
加
」
や
米
国
同
時
多
発
テ
ロ

以
降
続
い
て
い
る「
米
原
潜
寄
港
時

の
事
前
通
知
非
公
表
措
置
」
の
解
除

に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
実
務
者

で
あ
る
日
本
部
長
に
対
し
、
直
接
、

本
市
と
し
て
の
明
確
な
意
向
を
お

伝
え
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
提
起
し
た
課
題
に
つ
い
て
、
本

市
の
立
場
を
し
っ
か
り
と
ご
認
識

い
た
だ
き
、
ハ
ー
ド
ル
は
必
ず
し

も
低
い
と
は
言
え
な
い
も
の
の
、

今
後
も
引
き
続
き
外
務
省
を
通
じ

て
協
議
を
継
続
し
て
い
く
こ
と
を

確
認
し
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
、
国
際
ク
ル
ー
ズ
拠
点

港
を
共
同
提
案
し
て
い
る「
カ
ー

ニ
バ
ル
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

&
P
L
C
」
の
マ
イ
ア
ミ
本
社
を

訪
問
し
、
社
長
兼
C
E
O
や
幹
部

の
方
々
と
面
談
し
、
今
後
の
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
強
化
や
協
議
を
加

速
さ
せ
る
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
。

ま
た
、
カ
ー
ニ
バ
ル
・
コ
ー
ポ
レ
ー

シ
ョ
ン
が
世
界
で
行
っ
て
い
る
寄

港
地
開
発
な
ど
に
つ
い
て
も
説
明

を
受
け
、
佐
世
保
の
寄
港
地
観
光

に
つ
い
て
も
意
見
交
換
を
行
い
ま

し
た
。

　
そ
の
ほ
か
、
ハ
ワ
イ
州
ホ
ノ
ル

ル
市
の「J-Shop

」を
訪
問
し
、
本

市
農
水
産
品
の
海
外
販
売
の
現
場

を
視
察
す
る
と
と
も
に
、
経
営
陣

の
方
々
と
意
見
交
換
を
行
い
、
本

市
産
品
が
海
外
で
も
評
価
を
得
て

い
る
こ
と
を
実
感
し
ま
し
た
。
ま

た
、
日
本
国
内
の
他
の
地
域
の
農

水
産
品
と
の
差
別
化
を
図
る
た
め

の
課
題
に
つ
い
て
も
新
た
に
認
識

す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
以
上
、
い
ず
れ
の
訪
問
先
に
お
い

て
も
、
本
市
に
対
す
る
理
解
を
深

め
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
本
市

と
の
緊
密
な
連
携
に
大
変
意
欲
的

で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
ま
し
た
。

　

本
市
で
は
、
外
国
人
観
光
客
誘
致
な

ど
国
際
戦
略
に
な
お
一
層
注
力
す

る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
、
自
衛

隊
を
含
め
た
米
海
軍
佐
世
保
基
地

と
の
共
存
・
共
生
の
環
境
づ
く
り

を
進
め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

平
成
29
年
6
月
定
例
市
議
会
　
主
な
条
例
・
一
般
議
案
、
市
政
の
重
要
事
項
の
報
告
な
ど

　
主
な
条
例
・
一
般
議
案

　
一
般
会
計
補
正
予
算
の
概
要

　
市
政
の
重
要
事
項
の
報
告

13 広報させぼ　2017.8

「空家等」とは、家主の不在が常
態化し、居住などがなされてい
ない建物や敷地のことです。こ
の空家等は個人の所有物である
ため、その所有者が責任を持って適切に管理しなけれ
ばなりません。本市ではこのことを前提として、佐世
保市空家等対策計画や空家等対策の推進に関する条例
に基づき、地域や民間団体等と協働で、総合的かつ計
画的に、空家等対策に取り組んでいきます。

空家問題は、安全や衛生、防災など、さまざまな分野
に関連しているため、相談先も多岐にわたります。そ
こで、今回の計画では、下図のとおり市役所の相談窓
口を集約しました。空家等の相続や登記、敷地境界、
リフォームの見積もりなど、専門的な知識を必要とす
る相談については、民間の相談窓口（詳細は次号以降に
掲載）を設置し、市役所の窓口と連携しながら取り組む
こととしています。

「特定空家等」とは、単に倒壊しそうなものだけでなく、
「衛生上有害」「著しく景観を損なう」「生活環境上不適切」
などに該当する空家等のことです。法律では、この所
有者に対して指導など必要な措置を行うことができる
と規定されていますが、本市ではこれに加え、今回制
定した空家等対策の推進に関する条例に基づき、より
柔軟に対処していくこととしています。

空家等は市からの指導や勧告処分を受けると、固定資
産税の住宅特例が対象外となり、税額が以前の数倍に
なる場合があります。また、放置しておくと周囲の人
たちの住環境が悪化するだけでなく、生命を脅かすこ
とにもなりかねません。こうしたことにならないため
には、誰かに住んでもらったり、店舗などとして利活
用したりして空家等を放置しないことが重要です。空
気の入れ替えを行うだけでも建物の劣化を防止でき、
利活用して新たな価値が生まれると地域の活性化にも
つながります。本市では、空家バンクサイトを通じた
情報提供や空家等のリフォーム補助制度などを実施し
ていますので、どうぞご利用ください。

問都市政策課　☎24-1111

「佐世保市空家等対策計画」を策定しました
人口減少などを背景として、全国的に空家が増加する中、平成 27年 5月、空家等対策の推進に関する特別措置法が

完全施行されました。本市においても空家の総数は約 2万件にも上っており、全体の約 17%（平成 25年住宅・土地

統計調査）を占めています。このような状況を受け、 本市は空家の適正管理や活用に向けた対策を総合的に実施する

ため、本年 7月、「佐世保市空家等対策計画」を策定するとともに、空家等対策の推進に関する条例を制定しました。

詳しくは市ホームページなどに掲載していますので、ご覧ください。市民の皆さんのご理解とご協力をお願いします。

相
談
窓
口

建築指導課管理不全等に
関する相談 ▶▶▶

利活用等に
関する相談 都市政策課▶▶▶

相続や登記など
専門的な相談

民間の
相談窓口▶▶▶

空家バンクサイト
「させぼ暮らし」のご利用を

空家バンクとは、賃貸や売却を希望する空家
の所有者の皆さんからの情報を集め、物件を
ホームページで公開し、居住を希望する人
（利用者）に情報提供するものです。市内在
住の人も利用できる制度ですので、中古住宅
をお探しの人や活用をお考えの人はどうぞご
利用ください。
ホームページ

　
　空家バンクサイト「させぼ暮らし」
　http://sasebo-kurashi.jp/

※一戸建て住宅（兼用住宅を含む）の空家が
登録対象です。不動産業者に依頼している
など、既に流通している物件は対象外です。
※空家バンクの物件を購入後、住居としてリ
フォームする場合、補助制度があります。
各種要件がありますので、詳しくはお尋ね
ください。

空家対策の基本的な方針 空家等を利活用しましょう

相談窓口を集約して分かりやすく

特定空家等に対する指導


